
 

 

江 監 第 ４ 号 

令和４年３月２４日 

 

 江 田 島 市 長 様 

 江 田 島 市 議 会 議 長 様 

 江田島市教育委員会教育長 様 

 江田島市選挙管理委員会委員長 様 

 江田島市農業委員会会 長 様 

 江田島市公平委員会委員長 様 

 

江田島市監査委員 三 浦 和 英 

江田島市監査委員 濵 西 金 満 

 

定期監査及び行政監査の結果について（報告） 

 

 地方自治法第１９９条第 1 項及び第４項の規定による定期監査並びに同条第２項の規定

による行政監査を実施しましたので，同条第９項及び第１０項の規定により，その結果及

び意見を報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

令和３年度 

 

定期監査及び行政監査報告書 

  

 

 

 

 

 

 

 

       

江田島市監査委員 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



目  次 

 

第１ 監査の期間 ················································· １ 

 

第２ 監査の対象 ················································· １ 

 

第３ 監査の着眼点 ··············································· １ 

 

第４ 監査の実施方法 ············································· １ 

 

第５ 監査の結果 ················································· ２ 

１ 一般会計の歳入歳出状況 ····································· ２ 

２ 特別会計の歳入歳出状況 ····································· ３ 

３ 市税等の収入状況 ··········································· ４ 

４ 現金，証書類等の管理状況 ··································· ５ 

５ 切手等の管理状況 ··········································· ５ 

６ 公用車の保有及び稼働状況 ··································· ６ 

７ 消防車及び救急車の出動状況 ································· ７ 

８ 公印等の管理状況 ··········································· ９ 

９ 有給休暇取得等の状況 ······································· ９ 

10 集会施設等の利用状況 ······································· ９ 

11 契約事務の状況 ············································· 11 

12 公営企業会計の損益状況 ····································· 13 

(１) 水道事業 ··············································· 13 

    (２) 下水道事業 ············································· 14 

 

第６ まとめ ····················································· 16 

 

 

(注) 文中及び表中の数値は，次のとおり表示もしくは算出しているため合計，差額等が一致し 

ない場合がある。 

 

①数字は，千円単位で表示し，単位未満を四捨五入した。 

②比率（％）は，少数第１位までを表示し，単位未満を四捨五入した。 

③該当数字は現存するが，単位未満のものは「0」「0.0」で表示した。 

④該当数値がないもの，算出・比較不能のものは「―」で表示した。 

⑤減少及び赤字（損失）は「△」で表示した。 

⑥平均値は，小数第１位を切り上げた。 



- 1 - 

第１ 監査の期間 

令和３年１１月２６日(金)から令和４年３月２４日(木)まで 

 

 

第２ 監査の対象 

 １ 対象部局等 

  (１) 全部局（認定こども園，小学校，中学校等の施設を除く。） 

  (２) 実地監査の実施日 

実 施 日 対 象 部 局 等 

１２月２１日（火） 

福祉保健部（保健医療課） 

土木建築部（建設課，都市整備課） 

総務部（総務課，財政課） 選挙管理委員会事務局 

市民生活部（税務課） 

１２月２４日（金） 
企業局（業務課，水道施設課，下水道施設課） 

会計課 

１２月２７日（月） 

消防本部（総務課，警防課，予防課，江田島消防署）  

議会事務局 

福祉保健部（子育て支援課）  

教育委員会（学校教育課，生涯学習課） 

１月 ７日（金） 
市民生活部（市民生活課，人権推進課，地域支援課） 

産業部（農林水産課，交流観光課） 農業委員会事務局 

１月１１日（火） 

企画部（企画振興課，政策推進課） 

危機管理監（危機管理課） 

福祉保健部（社会福祉課，高齢介護課） 

 

２ 監査の範囲 

令和３年度（令和３年４月１日から令和３年９月末日まで）に属する収入，支出，

契約等の財務及び行政事務とし，必要に応じて過年度事務も対象とした。 

 

 

第３ 監査の着眼点 

１ 財務事務の執行及び経営に係る事業管理が適正で，経済的，効率的かつ効果的に行

われ，今年度予定している主要事業が，計画的に執行されているか。 

２ 基本的な事務の執行が適正で，合理的かつ効率的に行われ，過去の指導や意見に対

して，積極的に取り組まれているか。 

 

 

第４ 監査の実施方法 

 あらかじめ監査資料の提出を求め，調査・照合するとともに，実地監査の対象を抽出し，

関係書類の閲覧，担当職員からの説明聴取などにより監査した。 

監査に当たっては，江田島市監査基準に準拠して実施した。 
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第５ 監査の結果 

１ 一般会計の歳入歳出状況 

令和３年度９月末現在の一般会計歳入歳出状況は，第１表及び第２表のとおりであ

る。収入済額は７１億７,７６１万円，予算現額に対する収入率は４９.９％で，前年

度と比較して増加している。科目別に収入率を前年度と比較すると，市税，地方消費

税交付金，地方交付税，諸収入などは増加しており，使用料及び手数料，国庫支出金，

県支出金，財産収入などは減少している。支出済額は５４億７,３５１万５千円，予算

現額に対する執行率は３８.１％で，前年度と比較して低下している。科目別に執行率

を前年度と比較すると，農林水産業費，土木費，消防費，教育費などは増加しており，

総務費，民生費，衛生費，諸支出金などは減少している。 

 

第１表 一般会計の歳入状況                     （単位：千円，％） 

科 目 

 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 予算現額 

対前年差 

(A)-(C) 

収入済額 

対前年差 

(B)-(D) 

予算現額 

(A) 

収入済額 

(B) 

収入率 

(B/A) 

予算現額 

(C) 

収入済額 

(D) 

収入率 

(D/C) 

市 税 2,340,782 1,423,557 60.8 2,450,711 1,441,211 58.8 △109,929 △17,654 

地方譲与税 84,000 24,374 29.0 89,000 23,176 26.0 △5,000 1,198 

利子割交付金 3,000 1,414 47.1 3,000 1,126 37.5 0 288 

配当割交付金 12,000 2,753 22.9 12,000 2,839 23.7 0 △86 

株式等譲渡 
所得割交付金 

11,000 0 0.0 6,000 0 0.0 5,000 0 

法人事業税交付金 18,000 11,711 65.1 21,000 5,451 26.0 △3,000 6,260 

地方消費税交付金 510,000 292,995 57.5 530,000 286,442 54.0 △20,000 6,553 

環境性能割交付金 12,000 3,366 28.1 12,000 2,685 22.4 0 681 

国有提供施設等所 
在市町村助成交付金 210,000 0 0.0 195,000 0 0.0 15,000 0 

地方特例交付金 32,000 13,191 41.2 12,000 15,255 127.1 20,000 △2,064 

地方交付税 6,216,000 4,347,686 69.9 6,182,000 4,265,575 69.0 34,000 82,111 

交通安全対策 
特別交付金 1,100 0 0.0 1,200 602 50.2 △100 △602 

分担金及び負担金 32,994 13,144 39.8 35,175 12,356 35.1 △2,181 788 

使用料及び手数料 188,379 90,541 48.1 193,016 94,915 49.2 △4,637 △4,374 

国庫支出金 1,367,361 532,220 38.9 4,307,397 2,865,062 66.5 △2,940,036 △2,332,842 

県 支 出 金 894,247 103,300 11.6 948,686 123,485 13.0 △54,439 △20,185 

財 産 収 入 63,684 13,825 21.7 104,344 110,916 106.3 △40,660 △97,091 

寄 附 金 37,023 3,410 9.2 22,995 2,767 12.0 14,028 643 

繰 入 金 429,326 0 0.0 1,679,256 0 0.0 △1,249,930 0 

繰 越 金 1 226,312 22,631,200.0 1 53,070 5,307,000.0 0 173,242 

諸 収 入 338,031 73,811 21.8 336,807 59,056 17.5 1,224 14,755 

市 債 1,572,900 0 0.0 2,057,200 0 0.0 △484,300 0 

合 計 14,373,828 7,177,610 49.9 19,198,788 9,365,989 48.8 △4,824,960 △2,188,379 



- 3 - 

第２表 一般会計の歳出状況                  （単位：千円，％） 

科 目 

 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 予算現額 

対前年差 

(A)-(C) 

支出済額 

対前年差 

(B)-(D) 

予算現額 

(A) 

支出済額 

(B) 

執行率 

(B/A) 

予算現額 

(C) 

支出済額 

(D) 

執行率 

(D/C) 

議  会  費 171,383 88,102 51.4 180,695 90,940 50.3 △9,312 △2,838 

総  務  費 2,626,805 808,705 30.8 4,804,085 3,079,206 64.1 △2,177,280 △2,270,501 

民  生  費 4,130,724 1,885,160 45.6 4,295,710 1,987,047 46.3 △164,986 △101,887 

衛  生  費 908,478 258,176 28.4 920,668 277,532 30.1 △12,190 △19,356 

労  働  費 12,491 11,235 89.9 12,771 11,375 89.1 △280 △140 

農林水産業費 529,158 181,388 34.3 539,441 158,959 29.5 △10,283 22,429 

商  工  費 383,839 81,127 21.1 1,101,655 103,609 9.4 △717,816 △22,482 

土  木  費 995,372 180,338 18.1 1,333,152 168,085 12.6 △337,780 12,253 

消  防  費 676,336 265,968 39.3 679,076 261,548 38.5 △2,740 4,420 

教  育  費 1,083,246 408,361 37.7 1,522,962 382,423 25.1 △439,716 25,938 

災害復旧費 64,778 416 0.6 780,095 23,072 3.0 △715,317 △22,656 

公  債  費 2,031,468 1,024,538 50.4 2,110,191 1,042,157 49.4 △78,723 △17,619 

諸 支 出 金 752,703 280,001 37.2 881,360 350,000 39.7 △128,657 △69,999 

予  備  費 7,047 0 0.0 36,927 0 0.0 △29,880 0 

合 計 14,373,828 5,473,515 38.1 19,198,788 7,935,953 41.3 △4,824,960 △2,462,438 

 

２ 特別会計の歳入歳出状況 

  令和３年度９月末現在の特別会計歳入歳出状況は，第３表及び第４表のとおりであ

る。予算現額合計に対する収入率は４４.３％で，前年度と同じであるものの，予算現

額合計及び収入済額合計は，ともに前年度と比較して減少している。 

各特別会計の収入率を前年度と比較すると国民健康保険特別会計，後期高齢者医療

特別会計，介護保険(保険事業勘定)特別会計，介護保険(介護サービス事業勘定)特別

会計，港湾管理特別会計は増加しており，住宅新築資金等貸付事業特別会計，宿泊施設

事業特別会計，交通船事業特別会計は減少している。 

支出済額合計の予算現額に対する執行率は３７.１％で，前年度と比較して，低下し

ている。各特別会計の執行率を前年度と比較すると，国民健康保険特別会計，後期高齢

者医療特別会計，介護保険(介護サービス事業勘定)特別会計，港湾管理特別会計，宿泊

施設事業特別会計で増加しており，介護保険(保険事業勘定)特別会計，住宅新築資金等

貸付事業特別会計，交通船事業特別会計は低下している。 

なお，港湾管理特別会計は，歳入に対して歳出が上回っているが，一般会計からの繰

替えにより対応している。 
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第３表 特別会計の歳入状況                  （単位：千円，％） 

会 計 

 令和３年度（９月末現在） 令和２年度（９月末現在） 予算現額 

対前年差 

(A)-(C) 

収入済額 

対前年差 

(B)-(D) 

予算現額 

(A) 

収入済額 

(B) 

収入率 

(B/A) 

予算現額 

(C) 

収入済額 

(D) 

収入率 

(D/C) 

国民健康保険 3,378,000 1,520,474 45.0 3,633,750 1,596,217 43.9 △255,750 △75,743 

後期高齢者医療 483,000 259,927 53.8 503,000 248,905 49.5 △20,000 11,022 

介 護 保 険 
(保険事業勘定) 3,577,456 1,672,619 46.8 3,628,308 1,665,978 45.9 △50,852 6,641 

介 護 保 険 
(介護サービス事業勘定) 22,284 8,141 36.5 22,600 6,240 27.6 △316 1,901 

住宅新築資金等  
貸 付 事 業 9,800 4,413 45.0 11,400 6,733 59.1 △1,600 △2,320 

港 湾 管 理 43,900 13,906 31.7 44,600 13,303 29.8 △700 603 

地域開発事業 16,700 51 0.3 45,400 55 0.1 △28,700 △4 

宿泊施設事業 114,500 5,500 4.8 121,500 6,556 5.4 △7,000 △1,056 

交通船事業 228,158 1,255 0.6 13,600 10,586 77.8 214,558 △9,331 

合 計 7,873,798 3,486,286 44.3 8,024,158 3,554,573 44.3 △150,360 △68,287 

 

第４表 特別会計の歳出状況                  （単位：千円，％） 

会 計 

令和３年度（９月末現在） 令和２年度（９月末現在） 
予算現額 

対前年差

(A)-(C) 

支出済額 

対前年差

(B)-(D) 

予算現額 

(A) 

支出済額 

(B) 

執行率 

(B/A) 

予算現額 

(C) 

支出済額 

(D) 

執行

率 

(D/C) 

国民健康保険 3,378,000 1,332,270 39.4 3,633,750 1,390,784 38.3 △255,750 △58,514 

後期高齢者医療 483,000 201,883 41.8 503,000 198,993 39.6 △20,000 2,890 

介 護 保 険 
(保険事業勘定) 3,577,456 1,357,791 38.0 3,628,308 1,429,288 39.4 △50,852 △71,497 

介 護 保 険 
(介護サービス事業勘定) 22,284 6,147 27.6 22,600 4,760 21.1 △316 1,387 

住宅新築資金等 
貸 付 事 業 9,800 2,423 24.7 11,400 4,720 41.4 △1,600 △2,297 

港 湾 管 理 43,900 17,180 39.1 44,600 16,490 37.0 △700 690 

地域開発事業 16,700 0 0.0 45,400 0 0.0 △28,700 0 

宿泊施設事業 114,500 5,423 4.7 121,500 5,369 4.4 △7,000 54 

交通船事業 228,158 151 0.1 13,600 10,459 76.9 214,558 △10,308 

合 計 7,873,798 2,923,268 37.1 8,024,158 3,060,863 38.1 △150,360 △137,595 

 

３ 市税等の収入状況 

令和３年度９月末現在の収入済額及び収入率は，第５表から第９表のとおりである。

前年度と比較すると，市税，分担金及び負担金，後期高齢者医療保険料の収入率が増

加しているものの，使用料及び手数料，財産収入，国民健康保険税，介護保険料，貸付

金元利収入の収入率は低下している。 
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第５表 一般会計の収入状況                   （単位：千円，％） 

区 分 
 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 

調定額 収入済額 収入未済額 収入率 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

市      税 2,397,464 1,423,557 973,907 59.4 2,500,381 1,441,211 1,059,170 57.6 

分担金及び負担金 29,822 13,144 16,678 44.1 41,373 12,356 29,017 29.9 

使用料及び手数料 260,541 90,541 170,000 34.8 271,392 94,915 176,477 35.0 

財 産 収 入 20,831 13,825 7,006 66.4 118,068 110,916 7,152 93.9 

諸 収 入 111,213 73,811 37,402 66.4 91,487 59,056 32,431 64.6 

合      計 2,819,871 1,614,878 1,204,993 57.3 3,022,701 1,718,454 1,304,247 56.9 

 

第６表 国民健康保険税の収入状況                （単位：千円，％） 

区 分 
 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 

調定額 収入済額 収入未済額 収入率 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

国民健康保険税 740,099 199,328 540,771 26.9 776,736 211,738 564,998 27.3 

 

第７表 後期高齢者医療保険料の収入状況             （単位：千円，％） 

区 分 
 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 

調定額 収入済額 収入未済額 収入率 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

後期高齢者 
医療保険料 349,385 167,032 182,353 47.8 359,542 150,944 208,598 42.0 

 

第８表 介護保険料の収入状況                  （単位：千円，％） 

区 分 
 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 

調定額 収入済額 収入未済額 収入率 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

介護保険料 605,531 305,907 299,624 50.5 678,324 346,281 332,043 51.0 

 

第９表 住宅新築資金等貸付事業の収入状況             （単位：千円，％） 

区 分 
 令和３年度（９月末現在）  令和２年度（９月末現在） 

調定額 収入済額 収入未済額 収入率 調定額 収入済額 収入未済額 収入率 

貸付金元利収入 306,138 4,309 301,829 1.4 312,318 5,094 307,224 1.6 

 

４ 現金，証書類等の管理状況 

各部局の職員が管理している各種団体等の現金・通帳等について，関係資料の提出

を求め調査を実施した。各種団体等の出納状況は，現金出納簿と通帳の照合により確

認を行い，令和２年度末の繰越額及び令和３年９月末現在の口座残高と出納簿の金額

は，各団体とも一致しており，おおむね適正に処理されていた。また，毎月の出納検

査表については，部課長等複数の職員の検証が行われていることを確認した。 

 

５ 切手等の管理状況 

切手等を管理している各部局において，切手等の所有枚数と受払簿を照合し，一致

していることを確認した。受払簿の記入，切手等の保管状況もおおむね適正であった。 
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６ 公用車の保有及び稼働状況 

令和３年９月末現在の公用車の部局別保有状況は，第１０表のとおりである。保有

台数は２０９台で，前年度と比較して５台減少している。 

令和３年９月末現在の車種別保有状況は，第１１表のとおりである。２０９台の中

には，消防団ポンプ車３７台及び指定管理者や業務委託業者の使用車両（マイクロバ

ス，塵芥車等）３４台が含まれているため，職員が使用している車両は，１３８台（う

ち５台は原付バイク等）である。 

令和３年９月末現在の経過年数別状況は，第１２表のとおりである。５年未満が  

４１台（１９.６％），５年以上１０年未満が４９台（２３.４％），１０年以上１５年

未満が３８台（１８.２％），１５年以上が８１台（３８.８％）である。公用車２０９

台中１１９台（５６.９％）が，経過年数１０年を超えており，最も古い車両は，地域

支援課所管の環境センターに配置されているダンプ（普通貨物）で，平成４年２月の

登録から２９年以上経過している。 

公用車１３８台（消防団ポンプ車３７台及び指定管理者や業務委託業者の使用車両

３４台を除く。）の令和３年４月から令和３年９月末までの稼働状況は，第１３表のと

おりである。月平均稼働日数は，軽自動車が最も高く９０台中５５台が，１５日以上

稼働している。次いで小型自動車，普通自動車の順で，普通自動車は，７台全部が１０

日未満の稼働である。 

 

第10表 部局別保有台数               （単位：台） 

区 分 令和３年９月末現在 令和２年９月末現在 対前年差 

市 長 部 局 103 107 △ 4 

教育委員会 23 24 △ 1 

議会事務局 2 2 0 

消 防 本 部 62 62 0 

企 業 局 19 19 0 

合  計 209 214 △ 5 

※原付バイク等を含む。 

 

第11表 車種別保有台数                       （単位：台） 

区 分 台数 

車 両 の 種 別 

普通 小型 軽 マイクロ 

バス 
特殊車等 

原付 

バイク等 乗用 貨物 乗用 貨物 乗用 貨物 

市 長 部 局 103 3 8 4 7 19 46 2 13 1 

教育委員会 23 1 3 2 0 1 11 5 0 0 

議会事務局 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 

消 防 本 部 62 2 0 0 0 1 0 0 55 4 

企 業 局 19 0 0 1 2 2 13 0 1 0 

合  計 209 7 11 7 9 24 70 7 69 5 

※特殊車等は，道路作業車，冷蔵冷凍車，塵芥車，給水車，救急車，消防車など 
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第12表 経過年数別台数                    （単位：台） 

種別 用途 台数 
取 得 後 経 過 年 数 

5年未満 5年～10年 10年～15年 15年以上 

普通 
乗用 

18 
7  0  3  2  2  

貨物 11  2  3  1  5  

小型 
乗用 

16 
7  2  1  0  4  

貨物 9  2  3  1  3  

軽 
乗用 

94 
24  7  7  4  6  

貨物 70  12  18  17  23  

マイクロバス 7  2  1  2  2  

特殊車等 69  13  13  9  34  

原付バイク等 5  1  0  2  2  

合  計 209  41  49  38  81  

構成比(％) 100.0  19.6  23.4  18.2  38.8  

 

第13表 稼働状況                       （単位：台） 

種別 用途 台数 
月 平 均 稼 働 日 数 

5日未満 5 日～10 日 10日～15日 15日～20 日 20日以上 

普通 
乗用 

7 
6  2  4  0  0  0  

貨物 1  0  1  0  0  0  

小型 
乗用 

14 
7  2  1  4  0  0  

貨物 7  4  1  1  0  1  

軽 
乗用 

90 
24  0  4  4  12  4  

貨物 66  1  14  12  28  11  

特殊車等 22  10  3  1  5  3  

原付バイク等 5  5  0  0  0  0  

合  計 138  24  28  22  45  19  

構成比(％) 100.0  17.4  20.3  15.9  32.6  13.8  

※調査期間：令和３年４月から令和３年９月末まで（６か月間） 

※消防団ポンプ車３７台及び指定管理者や業務委託業者の使用車両３４台を除く。 

 

７ 消防車及び救急車の出動状況 

令和２年１０月から令和３年９月末までの消防車，救急車の出動状況は，第１４表

及び第１５表のとおりである。消防車の出動は，年間で４１２件あり，前期に比べ  

２７件増加しているものの，火災出動については，１件減少している。救急車の出動

は，１,３７７件で，前期に比べ１２件減少しており，搬送人員についても，１,２９３

人で前期に比べ２０人減少している。 

消防本部においては，昨年度から引き続き，新型コロナウイルス感染症等の感染症

対策に細心の注意を払い，救急業務を始めとする各業務に対応している。 
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第14表 消防車の出動状況                      （単位：件） 

区  分 
令和２年１０月～令和３年９月末 令和元年１０月～令和２年９月末 

合計 江田島町 能美町 沖美町 大柿町 合計 江田島町 能美町 沖美町 大柿町 

火 

災 

建  物 11 5 2 2 2 3 0 0 2 1 

林  野 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 

車  両 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 

船  舶 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 

そ の 他 3 2 1 0 0 12 1 3 2 6 

小  計 16 7 3 2 4 17 2 4 4 7 

救 

助 

火  災 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0 

交  通 6 2 1 1 2 5 0 2 0 3 

そ の 他 4 1 1 0 2 11 4 2 2 3 

小  計 12 4 2 1 5 16 4 4 2 6 

警 

戒 

火災と疑わしい 6 3 2 0 1 7 5 0 0 2 

漏  洩 8 5 0 1 2 8 3 2 0 3 

そ の 他 76 21 26 11 18 66 29 12 12 13 

小  計 90 29 28 12 21 81 37 14 12 18 

誤報・非火災 4 1 1 1 1 0 0 0 0 0 

救急支援 287 76 69 64 78 271 95 46 60 70 

その他（捜索・豪雨） 3 0 0 2 1 0 0 0 0 0 

合  計 412 117 103 82 110 385 138 68 78 101 

 

第15表 救急車の出動状況                    （単位：件，人） 

区 分 
令和２年１０月～令和３年９月末 令和元年１０月～令和２年９月末 

合計 江田島町 能美町 沖美町 大柿町 合計 江田島町 能美町 沖美町 大柿町 

交  通 55 16 12 3 24 53 17 12 5 19 

加  害 6 1 3 1 1 6 3 0 0 3 

水  難 2 0 0 0 2 11 3 2 3 3 

火  災 2 2 0 0 0 2 0 1 1 0 

労働災害 17 10 2 2 3 17 5 6 0 6 

運動競技 3 1 1 0 1 4 1 2 0 1 

一般負傷 228 79 43 44 62 235 86 39 38 72 

自損行為 10 2 4 3 1 5 1 1 1 2 

急  病 750 243 178 129 200 726 258 132 137 199 

転院搬送 299 97 106 6 90 325 99 120 2 104 

そ の 他 5 0 1 0 4 5 1 1 0 3 

合  計 1,377 451 350 188 388 1,389 474 316 187 412 

搬送人員 1,293 430 325 177 361 1,313 452 305 175 381 
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８ 公印等の管理状況 

各部局で保管している公印・領収印については，台帳・規則等の一覧と照合し，   

適正に管理されていることを確認した。 

 

９ 有給休暇取得等の状況 

有給休暇取得及び月４５時間以上の時間外勤務について，各課長に聴取したところ

有給休暇については，一部職員を除き，おおむね取得していることを確認した。 

時間外勤務については，大雨による避難所開設等の災害対応や選挙事務などの特別

な事情により，月４５時間を超えた職員が複数おり，一部の部署においては，継続的

に月４５時間を超えている職員が複数いることを確認した。 

 

10 集会施設等の利用状況 

令和３年４月から令和３年９月末までの集会施設等の利用状況については，第１６

表のとおりである。今年度も，新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として

緊急事態宣言，宣言の期間延長，まん延防止等重点措置等が適用され，その都度，集

会施設等の公共施設が休館となり，利用が制限された。このため，大部分の施設の利

用回数・利用人数は，前年度に比べて減少している。 

また，「公共施設のあり方に関する基本方針」に基づく，集会施設等の公共施設再編

整備事業の進捗状況について，関係書類の閲覧，担当課職員に対する聴取を行った。

建替え工事のため令和２年１０月１日から約２年間休館となっている大柿市民センタ

ーの建設工事については，おおむね順調に進んでおり，整備に向けて事業を進めてい

る切串及び飛渡瀬地区の交流プラザの設計業務についても，おおむね順調であること

を確認した。未整備の地域については，地元との調整が進められている。 

 
第 16表 集会施設等の利用状況 各年度調査期間：４月から９月末まで（６か月間）（単位：回，人） 

所
管
課 

場所 施設名称 
令和３年度 令和２年度 対前年差 

利用回数 利用人数 利用回数 利用人数 利用回数 利用人数 

江
田
島
市
民
セ
ン
タ
ー 

江田島町 

江田島コミュニティセンター 151 1,965 227 3,282 △ 76 △ 1,317 

江南ふれあいセンター 66 660 63 425 3 235 

中郷コミュニティホーム 21 220 1 3 20 217 

向側コミュニティホーム 21 233 37 468 △ 16 △ 235 

山田コミュニティホーム 30 147 20 196 10 △ 49 

大須コミュニティホーム 2 22 6 80 △ 4 △ 58 

江田島市民センター（別館） 278 1,803 367 2,268 △ 89 △ 465 

秋月交流プラザ 64 815 97 954 △ 33 △ 139 

宮ノ原交流プラザ 66 490 125 879 △ 59 △ 389 

鷲部交流プラザ 127 1,551 140 1,484 △ 13 67 

能
美
市
民
セ
ン
タ
ー 

能美町 

能美市民センター 432 4,583 451 4,066 △ 19 517 

高田交流プラザ 132 1,250 181 1,531 △ 49 △ 281 

鹿川交流プラザ（R2.6.1～） 144 1,650 135 1,109 9 541 
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沖
美
市
民
セ
ン
タ
ー 

沖美町 

沖美ふれあいセンター 40 1,279 52 1,408 △ 12 △ 129 

東の浜集会所 7 97 3 50 4 47 

沖美市民センター 55 489 81 769 △ 26 △ 280 

是長集会所 20 242 26 344 △ 6 △ 102 

三高交流プラザ（R2.8.11～） 42 666 24 246 18 420 

地
域
支
援
課 

大柿町 

大柿市民センター 0 0 265 2,854 △ 265 △ 2,854 

深江交流プラザ 48 588 33 410 15 178 

引島集会所 0 0 0 0 0 0 

坊地集会所 0 0 0 0 0 0 

寄涛集会所 11 82 14 131 △ 3 △ 49 

楠田集会所 25 140 33 190 △ 8 △ 50 

大盤集会所 9 93 20 198 △ 11 △ 105 

内海集会所 8 21 13 138 △ 5 △ 117 

高
齢
介
護
課 

大柿町 大柿老人福祉センター 37 1,171 46 1,421 △ 9 △ 250 

江田島町 

矢ノ浦老人集会所 10 134 20 305 △ 10 △ 171 

小用老人集会所 10 94 16 165 △ 6 △ 71 

幸ノ浦老人集会所 20 107 25 171 △ 5 △ 64 

大須老人集会所 17 174 27 260 △ 10 △ 86 

沖美町 美能老人集会所 15 98 25 218 △ 10 △ 120 

大柿町 

飛渡瀬老人集会所 77 843 80 735 △ 3 108 

柿浦老人集会所 26 272 37 416 △ 11 △ 144 

小古江老人集会所 39 256 53 332 △ 14 △ 76 

大原老人集会所 61 455 66 472 △ 5 △ 17 

大君ふれあいプラザ 19 117 27 207 △ 8 △ 90 

人
権
推
進
課 

江田島町 宮ノ原隣保館 64 520 115 429 △ 51 91 

能美町 鹿川文化センター 410 522 467 695 △ 57 △ 173 

沖美町 三高会館 379 1,223 491 2,071 △ 112 △ 848 

大柿町 大柿厚生文化センター 136 1,217 197 1,002 △ 61 215 

子
育
て
支
援
課 

江田島町 
子育て世代包括支援センター 69 2,215 104 4,194 △ 35 △ 1,979 

津久茂児童館 21 226 34 420 △ 13 △ 194 

能美町 中町児童館 87 1,113 120 2,189 △ 33 △ 1,076 

大柿町 柿浦児童館 68 480 95 843 △ 27 △ 363 

生
涯
学
習
課 

江田島町 

切串公民館 129 1,256 185 1,818 △ 56 △ 562 

大須公民館 17 174 27 260 △ 10 △ 86 

武道館 192 1,181 95 1,228 97 △ 47 

学びの館 0 1,145 35 1,426 △ 35 △ 281 

能美町 スポーツセンター 2,728 7,898 2,123 8,366 605 △ 468 

大柿町 灘尾記念文庫 2 327 13 315 △ 11 12 

農
林
水
産
課 

江田島町 宮ノ原水産振興センター 7 45 10 81 △ 3 △ 36 

能美町 農村環境改善センター 26 816 35 1,230 △ 9 △ 414 
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11 契約事務の状況 

入札により締結する契約は，総務部財政課の取りまとめにより実施している。 

令和３年４月から令和３年９月末までの入札及び落札の状況については，第１７表

のとおりである。入札は，すべて指名競争入札によるもので，入札実施件数の１１２

件のうち落札件数は１０３件となっている。 

入札回数については，第１８表のとおりである。落札までの回数が，１回であった

入札が９０件で，全体の８０.４％となっている。 

落札率については，第１９表のとおりである。落札率８０％未満が２９件，９５％

以上が４２件となっている。 

不調等の９件のうち３件は，不落随意契約となっており，不調６件のうち３件は，

再入札により落札，残り３件は，それぞれ随意契約で対応，次年度に変更，再入札に向

け調整中であることを後日確認した。 

   なお，総合評価方式による契約は，０件である。 

 

第 17表 入札及び落札件数          （単位：件，％） 

                                 

 

 

 

 

 
※平均落札率は，１件ごとの落札率（予定価格に対する落札金額の割合）の平均 

 

第 18表 入札回数別件数     （単位：件，％） 

落札までの入札回数 件 数 構成比 

１回 90  80.4 

２回 10  8.9 

３回以上 3  2.7 

不調等 
不落随契 3  2.7 

不調 6  5.3 

合  計 112  100.0 

 

  第 19表 落札率別件数 （単位：件） 

落 札 率 件 数 

８０％未満 29  

～８５％未満 11  

～９０％未満 8  

～９５％未満 13  

９５％以上 42  

合  計 103  

 (不調等９件) 

種 別 入札件数 落札件数 平均落札率 

指名競争入札 112  103  84.58 

 

 

 

建設工事 49  44  93.11 

業務委託 45  41  79.57 

物品 18  18  75.13 
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一方，随意契約により締結する契約は，所管する業務について，各担当課で実施し

ている。 

令和３年４月から令和３年９月末までに各課が締結した業務委託等の随意契約は，

第２０表のとおりである。調査した４９６件のうち，一者見積りを内規で認めている

１０万円未満のケースを除き，一者見積りによる契約が２７０件となっている。 

これらは，随意契約の根拠法令が明確に示されており，金額が大きくても，数者見

積りが困難と思われるものであった。 

各課から提出された随意契約の一覧に基づき，実地調査の対象とする契約を数件抽

出し，関係書類の閲覧，担当課職員に対する聴取を行った。契約事務に係る添付書類

について，一部不足している契約が数件あったものの，おおむね適正に処理されてい

た。なお，不足書類については，後日改善されていることを確認した。 

 

第 20 表 随意契約の件数                       （単位：件） 

部・課名 
50万円以上 10万円～50万円 10万円 

未満 

単価 

契約 
計 

数者見積 一者見積 数者見積 一者見積 

総務部 

総 務 課                                                                          
(選挙管理委員会) 2 13 1 16 5 3 40 

財 政 課 0 5 4 2 5 0 16 

小 計 2 18 5 18 10 3 56 

企画部 

企画振興課 0 1 0 2 1 0 4 

政策推進課 0 1 0 4 1 0 6 

小   計 0 2 0 6 2 0 10 

危機管理監 危機管理課 0 5 0 0 3 1 9 

市民生活部 

市民生活課 0 0 0 0 0 0 0 

人権推進課 0 0 0 2 0 0 2 

税 務 課 0 2 0 3 0 4 9 

地域支援課 0 6 0 5 1 6 18 

江田島市民センター 0 2 2 5 4 6 19 

能美市民センター 0 2 1 2 1 1 7 

沖美市民センター 0 2 0 6 3 0 11 

三 高 支 所 0 0 0 1 1 0 2 

小 計 0 14 3 24 10 17 68 

福祉保健部 

社会福祉課 0 6 0 2 0 7 15 

保健医療課 0 5 3 6 2 32 48 

高齢介護課 0 11 1 0 2 19 33 

子育て支援課 0 2 0 1 5 8 16 

保育施設給食センター 0 1 0 12 3 2 18 

小 計 0 25 4 21 12 68 130 
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産業部 

農林水産課                                                                
(農 業 委 員 会 ) 1 15 3 9 3 1 32 

交流観光課 0 6 6 8 3 0 23 

小 計 1 21 9 17 6 1 55 

土木建築部 

建 設 課 0 16 0 16 2 0 34 

都市整備課 0 4 0 2 13 0 19 

小 計 0 20 0 18 15 0 53 

教育委員会 

学校教育課 1 3 3 0 4 4 15 

学校給食共同調理場 2 0 1 10 4 0 17 

生涯学習課 0 4 3 8 6 4 25 

図 書 館 0 0 0 2 1 0 3 

大柿自然環境体験学習交流館 0 0 0 0 1 0 1 

小 計 3 7 7 20 16 8 61 

消 防 本 部 0 3 0 1 1 1 6 

議 会 事 務 局 0 1 0 0 0 2 3 

会 計 課 0 0 0 0 1 0 1 

企業局(水道事業) 0 4 0 10 3 0 17 

企業局(下水道事業) 0 11 0 4 0 12 27 

合  計 6 131 28 139 79 113 496 

 

12 公営企業会計の損益状況 

(１) 水道事業 

令和３年９月末現在の水道事業損益状況は，第２１表のとおりである。 

収益のうち営業収益は３億４,３９６万５千円，営業外収益は３,７９５万５千円

で，収益全体では前年度に比べ，６６１万３千円増加しており，主たる収益の給水

収益が，６９８万６千円増加している。 

費用においては，営業費用２億７,１０７万１千円，営業外費用８８５万４千円で，

費用全体では前年度に比べ，１８１万１千円増加している。 

今年度の主要事業の進捗状況について，関係書類の閲覧，担当課職員に対する聴

取を行い，第２配水池用地買収関連事業，重要給水施設配水管耐震化工事，石綿管

更新工事等については，おおむね順調に進捗していることを確認した。 

また，水道資材等の貯蔵品については，たな卸表と現物の抽出による照合を行い，

一致していることを確認した。貯蔵品の保管状況もおおむね適正であった。 
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第21表 水道事業損益計算書                    （単位：千円） 

区  分 
令和３年９月末 令和２年９月末 対前年差 

（Ａ）－（Ｂ） 金額（Ａ） 金額（Ｂ） 

収益 381,920 375,307 6,613 

 

営業収益 343,965 336,694 7,271 

 

給水収益 333,666 326,680 6,986 

受託工事収益 734 269 465 

その他営業収益 9,565 9,745 △180 

営業外収益 37,955 38,613 △658 

 

受取利息及び配当金 375 393 △18 

長期前受金戻入 37,574 38,214 △640 

雑収益 6 6 0 

費用 279,925 278,114 1,811 

 

営業費用 271,071 268,050 3,021 

 

原水及び浄水費 95,518 87,438 8,080 

配水及び給水費 26,851 24,517 2,334 

受託工事費 3,241 3,353 △112 

業務費 20,489 22,891 △2,402 

総係費 21,715 23,804 △2,089 

減価償却費 103,257 106,047 △2,790 

資産減耗費 0 0 0 

  その他の営業費用 0 0 0 

 

営業外費用 8,854 10,064 △1,210 

 
支払利息及び企業債取扱諸費 8,801 10,064 △1,263 

雑支出 53 0 53 

経常利益 101,995 97,193 4,802 

特別損失 0 0 0 

当年度純損益 101,995 97,193 4,802 

前年度繰越利益剰余金 164,893 285,115 △120,222 

その他未処分利益剰余金変動額 0 0 0 

当年度未処分利益剰余金 266,888 382,308 △115,420 

 

(２) 下水道事業 

令和３年９月末現在の下水道事業損益状況は，第２２表のとおりである。 

収益のうち営業収益は３億２,７５４万４千円，営業外収益は２億１,８５２万９

千円で，収益全体では前年度に比べ，７,３２６万９千円減少しており，主に一般会

計補助金８,０００万円，長期前受金戻入３,９５２万６千円，下水道使用料１６８

万５千円が減少している。 
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費用においては，営業費用４億３,８６０万３千円，営業外費用４,０６２万７千

円で，費用全体では前年度に比べ，１,９７５万３千円減少している。処理場費２８

６万４千円などが増加しているものの，減価償却費１,２７１万２千円，普及促進費

３７９万２千円などは減少している。 

今年度の更新工事等の進捗状況について，関係書類の閲覧，担当課職員に対する

聴取を行い，おおむね順調に進捗していることを確認した。 

 

第22表 下水道事業損益計算書                   （単位：千円） 

区  分 
令和３年９月末 令和２年９月末 対前年差 

（Ａ）－（Ｂ） 金額（Ａ） 金額（Ｂ） 

収益 546,073 619,342 △73,269 

 

営業収益 327,544 281,280 46,264 

 

下水道使用料 112,482 114,167 △1,685 

農業集落排水使用料 13,757 13,793 △36 

一般会計負担金 201,300 153,300 48,000 

その他営業収益 5 20 △15 

営業外収益 218,529 338,062 △119,533 

 受取利息 23 23 0 

  

一般会計補助金 60,000 140,000 △80,000 

長期前受金戻入 158,506 198,032 △39,526 

雑収益 0 7 △7 

費用 479,230 498,983 △19,753 

 

営業費用 438,603 453,923 △15,320 

 

管渠費 14,430 15,592 △1,162 

処理場費 94,604 91,740 2,864 

普及促進費 6,035 9,827 △3,792 

総係費 14,810 15,328 △518 

減価償却費 308,724 321,436 △12,712 

資産減耗費 0 0 0 

 

営業外費用 40,627 45,060 △4,433 

 
支払利息及び企業債取扱諸費 39,987 45,060 △5,073 

雑支出 640 0 640 

経常利益 66,843 120,359 △53,516 

特別損失 0 △ 4 4 

当年度純損益 66,843 120,355 △53,512 

前年度繰越利益剰余金 0 0 0 

当年度未処分利益剰余金 66,843 120,355 △53,512 
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第６ まとめ 

現在，本市を含め我が国全体が，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止，急速に

進行する少子高齢化や人口減少問題への対応及びデジタル化の推進等の複雑で高度な行政

課題に直面しております。 

このような中，行政を担う市長を始めとする職員の皆さんには，様々な課題に柔軟かつ

的確に対応し，適切な行政運営を行っていくことが求められています。 

さて，今回の監査の実施に当たっては，「財務事務の執行や経営に係る事業管理の状況」，

「各部局が今年度予定している主要事業の執行状況」及び「基本的な事務の執行状況」の

３点を中心に聴取等を行いました。 

その結果，全般的な事務の執行及び管理については，おおむね適正に処理されているも

のと認められました。 

個別の意見については，次のとおりです。 

１点目は，「収納事務」についてです。 

各担当課から市税等の収入状況及び現年度分未収金の対応状況について聴取したところ，

担当課の努力は見受けられました。引き続き，現年度分未収金の早期対応を図り，翌年度

に繰り越される金額を抑えるように努めるとともに，未収金対応の年間スケジュール表を

作成するなど，担当者だけでなく担当課内全体で情報共有を図り，業務に当たられること

を望みます。 

市税等の収納事務は，本市の安定的な財源確保と財政の健全化，公平性の確保の観点か

らも極めて重要であることから，適正な未収金の管理と収入率の向上に努めていただきた

いと思います。 

２点目は，「契約事務」についてです。 

事務は全体的におおむね適切に執行されているものの，一部において，過去の監査と同

様の懸念事項が見受けられました。契約の事務処理を行う際には，契約書・添付書類など

に誤りや不足がないか，根拠法令等を十分に確認し，適正かつ公正な契約事務を執行され

ることを望みます。 

また，コンプライアンス研修及び実務的な研修等を実施し，職員の意識改革及び事務の

適正化に努めていただきたいと思います。 

３点目は，「人事管理」についてです。 

年次有給休暇の取得及び４５時間以上の時間外勤務の状況について，各課長に聴取した

ところ，有給休暇については，一部の職員で取得できておらず，部署間において取得の状

況にばらつきがありました。休日等に勤務を要する日数が多い部署は，週休の振替や代休

の取得に留まり，有給休暇の取得までに至らないことも考えられます。職員数及びその配

分の適否を検討し，職員全体が平均して年次有給休暇が取得できるよう，勤務環境の整備

に努めていただきたいと思います。 

時間外勤務については，一部の職員に月４５時間を超える時間外勤務が見受けられ，こ

れらの中には，突発的な災害対応や短期間に業務が集中する選挙事務など特別な事情であ
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ると考えられるものもありました。 

しかし，人事異動後や専門職等に集中する時間外勤務は，毎年度繰り返される事象であ

りますから，職員の心身の健康に十分に配慮し，特定の職員に集中しないよう部局内等で

調整を図り，応援体制の強化に努めるとともに，的確な人事配置及び事務の平準化に取り

組まれることを望みます。 

４点目は，「各部局が今年度予定している主要事業の執行・業務内容」についてです。 

このうち新規・拡充事業の実施状況や進捗状況については，おおむね順調であることを

確認しました。 

しかし，今年度においても，新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策等の影響に

より，中止になった行事や事業もあり，当初の予定どおり予算執行することが難しい状況

が見受けられました。 

新型コロナウイルス感染症は，市民の暮らしと経済に深刻な影響を与えており，その対

策として，国からの新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した様々な

事業が，今年度も進んでおります。引き続き，新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ，

市民の生命と健康を守るための対策とともに，市民の生活支援，地域経済活性化，感染拡

大の防止など，必要な対策の迅速かつ効果的な実施に一層努めていただき，また，実施に

当たっては，関係する一部の職員に業務が偏ることのないよう実施体制にも留意していた

だきたいと思います。 

今後も，市税収入等の減収が見込まれ，これまで以上に厳しい財政運営が予想されます。

職員全員が財政状況を常に意識し，最少の経費で最大の効果を発揮できる事業運営に取り

組まれ，事業成果や費用対効果の十分な検証も実施されることを望みます。 

最後に，市の事務事業について，各担当課から詳細かつ丁寧な説明を受け，また，関係

各位の協力により順調に監査を実施できましたことに感謝いたします。 


